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教職大学院の役割と教員養成・採用・研修の在り方  
一山形県公立小・中学校の学校数の推移等からの検討一  







題解決に向けて取り組むべき具体的方策と教職大学院としての具体的役割を提案した。   

















































1989  1994  1999  2004  ZOO8年   
囲1山形県の児童生徒数の推移  








































1989  1994  1999  2004   2008年  
図3 山形県の学級数の推移   
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1989  1994  1999  2004   2008年  
図2 山形県の公立学校数の推移  
1989  1994  1999  2004   2008年  
図4 山形県の公立学校数員数の推移  
文部科学省の学校基本調査3）から，1990年度  
と2008年度の全国の本務教員数を比較すると，   





3 山形県の学校数の減少と教員採用の在り方   
少子化に伴う学校数の減少と教員の不均衡な年  
齢構成は，山形県のこれからの教員採用の在り方  
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待される。  を実現させてみませんか。  




3 広い「かかわり」の中で、社会をつくる。  
4 学校と地域を元気にする。  
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状況にあるといえる。   
22 27 32 37 42 47 52  57 歳   







































り多く採用していくことの意義は大きいといえる。   




































に影響が出ることは否めない。   
確かに学校経営をつかさどる校長の立場からす  
れば，児童生徒のためにも中堅教員の活躍に大い  






形県学校教育の向上に寄与してもらいたい。   











































































険性が常につきまとう」と述べているが ，筆者も  
同様の考えである。任命権着である地方教育委員  
会と教職大学院は，常にgive and takeの関係で  
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1）山形県教育庁総務課「山形県学校名鑑」，2002   
～2009年度までは山形県のHPを参照。   
http：／／www．pref．yamagata．jp／ou／kyoiku／7000  
01／kihon／1267995．htm  
4）学級定員の上限を33人とする山形県独自の   
教育施策。2002年度にはじめて小学校第1～3   
学年に導入，以後2003年度第1～5学年，2004   
年度第1～6学年，2005年度から小学校全学年   
と中学校第1学年で希望する学校，2009年度   
中学校で第2学年に県内8校が選考実施するな   
ど，義務教育において順次導入されている。  
5）文部科学省 「平成19年度学校教員統計調   
査」参照。   
http：／／www．mext．go．jp／1Lmenu／toukei／001／ind  
exO2．htm  
6）2005（平成17）年度から2015（平成27）年度ま   
での山形県教育の指針となる振興計画。  
7）2008年度に山形県教育委員会が策定した。  
8）2006年度に山形県教育センターが山形県公立   
高等学校の校長・教頭を対象に「教員研修に関   
するアンケート調査」を実施した。どのような   
教員に研修を受けさせたいかという問に対して   
は，学年主任，教務主任，学級担任の順で，年   
代別では若手教員，中堅教員の順で，研修内容   
では授業方法，学年運営，マネジメント等の回   
答があった。  
引用暮参考文献  
山形県教育委員会：『第5次山形県教育振興計画』，   
pp．123－126，2004  
窪田眞二：『教育課題便覧 〈平成22年度版〉』，学   
陽書房，pp．111－114，2009  
岡村 豊：『日本の教育』，玉川大学出版部，pp．236，   
2007  
岩田康之：「「教職大学院」創設の背景と課題」，『日   
本の教師教育改革動 学事出版，pp．228，2008  
八尾坂修：『教職大学院－スクールリーダーをめざ   
す－』，協同出版，pp．178－184，2007  
篠原清昭：「教職大学院経営の方法と課題一運営体   
制および内部・外部の組織づくりに関する問題   
－」，日本教育経営学会紀要第51号『今日にお   
ける教育経営学の意義と課題』，日本教育経営学   
会，pp．128－135，2009   
01／gakkomeikan．html  
2）岡村は，文部科学省統計要覧や国立社会保証・   
人口問題研究所の資料から，全国の将来の学校   
の在学者数を次のように推定した。（単位：千人）  
2005年度 2025年度 2050年度 2100年度  
小学校  7，194  5，738  4，413  3，385  
中学校  3，626  3，062  2，327 1，697  
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